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こと、 「他人 」間 の贈与が認 められた事 例では背景に 「贈与者 を義務 づけるのが妥 当 とみ られ
る関係、いわば有 償的 とで もい身る ような関係 」が あること、 な どを指摘す る。
第二章 では、.上の ような「親族 」間の贈 与と「他人 」間 の贈尊 とでの差異 をふまえつつ、判.
例に現われた贈与 の実態 と贈一与をめ ぐる紛争の あり方が分析される。 資料 として用い られてい
るのは 『最高裁判 所民事判 例集』に登載された事件の うち第一審 。雛二審 ・.上告審の どこかで
贈与が言 及されてい る ものである。提 出者 は本章の大半を贈与 の動機に関 する分析 にあて、特
に「親族 」間の贈辱の動機について詳細な論述を試みる。提 出者 に よれぱ、「親族 」間の贈与
の動機 は、(1)相続制度の代用 ない し補充(細 分す ると、 旧法時代の家蕾相続 人に よる相続 の回
避、被相続 人死じ後 の受贈者 の生活へ の配慮、将来 の相続 に よって生ずべ き手数 と負担 の節約)
(2>分家財産ない し生活資の供尊、(5)扶養の代用、(4授:贈者が贈身者に対 してな した、 または将
来なすべ き配慮 に対す る報 償、(5)既存の紛争の収捨 。解決、 な どに分類 される。
第三章では、 まず、遺言 の判 例法が、遺言の方式、内容海 よび撤回 とい う三 っの問題の範囲
で検討 され、特に遺言 の方式 に関する判例の検討 を通 じて、裁判所はで きるだけ遺言 の効力 を
維持 するように解釈す る態度 を とっている とい うことが 明らかにされる。 つい で、提出老は、
新法施行後 に公表 された最高裁判所診 よび下級裁判 所ゐ判例な らびに二っ の家庭裁判所 で検認
。確認された遺言 の調査結果(そ の一つは提出者 自身の調 査に よるもの)を 用 いて、遺言 の実
態 と紛争のあ り方 を分析 する。
最後に 「むすび 」で、提出者は、 「民法 の贈与 。遺言 に関 する規定は、裁判 規範 として、主
として ・。・。。親族間の財貨配分の準則 として機能 している 」との総括 をな した うえ、今後
なすべ き研究 の展望を述 べている。










だけを資料 として利 用 した こと、そ して資料に澄け るこの限定が分析結果の.上に もたらす影
響 を十分に吟味 していない ことは、そ の一例で ある。 しか し、 こ.うした欠陥は 、先駆老的 な
仕事に澄いては避けがたい ものであり、そのことのゆ烹に本論文 の もつ意義が失われるわけ
では決 してない。 む しろ提 出者の真摯な研 究態 度の中に将来に海ける補完が期待 されるべ き
で あろ う。
以 上に よって、 本論文提 出者は法学博士 の学位を授与され るに値 いするもの と認める。
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